
2024年6月21日
貸　　借　　対　　照　　表

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

9,736,629         3,003,626         

20,603             1,862,200         

972,104            711,553            

2,858,452         102,480            

1,387,674         29,533             

226,826            97,269             

497,927            29,017             

34,451             170,956            

48,489             616                  

3,684,103         

7,551               

1,554 △           2,275,190         

1,949,095         

5,842,446         31,926             

3,979,347         46,055             

997,550            248,112            

74,075             5,278,816         

884,198            

1,385               

197,345            

1,453,218         10,264,986       

371,574            2,492,500         

116,258           1,725,000         

109,610            1,725,000         

6,647               6,047,486         

1,746,840         368,088            

75,623             5,679,397         

30,000             451                  

611,743            3,500,000         

24,297             2,178,946         

948,260            35,273             

50,763             35,273             

6,152               10,300,259       

15,579,076       15,579,076       

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

資 本 剰 余 金

負債・純資産合計

純　資　産　合　計

資 本 金

負　　債　　合　　計

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

資　産　合　計

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ エ ア

関 係 会 社 株 式

固 定 資 産

構 築 物

建 物

土 地

機 械 及 び 装 置

車 輌 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

（ 負 債 の 部）

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

未 払 費 用

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 負 債貸 倒 引 当 金

未 払 金

未 払 消 費 税

売 掛 金

前 払 費 用

預 け 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 産 除 去 債 務

（ 純 資 産 の 部 ）

長 期 預 り 保 証 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

（2024年3月31日現在）

流 動 負 債

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

仕 掛 品

未 収 入 金

そ の 他

受 取 手 形

商 品 及 び 製 品
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損　  益　  計 　 算　  書

（単位：千円）

11,737,502            

9,440,051             

2,297,450             

2,570,259             

272,808 △            

10,678                    

43,591                    54,270                  

4                            

12,440                    12,445                  

230,984 △            

125,451                  125,451                 

356,436 △            

11,891                     

157,335                  169,226                

525,662 △            

営 業 外 収 益

科 目 金　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

特 別 損 失

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

減 損 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 引 前 当 期 純 損 失

2023年 4月 1日から
2024年 3月31日まで
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 ：移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等 ：移動平均法による原価法

② デリバティブ等の評価基準および評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額について収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法

① ： 定額法

② ： 定額法

③ ： 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（3）引当金の計上基準

① ：

② ：

③ ：

④ ：

（4）収益及び費用の計上基準

製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っ

ております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足される

と判断し、引渡時点で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に規定の出荷基準

等の取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。  

２．貸借対照表に関する注記
（1）資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 20,255,473 千円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,720,930 千円

短期金銭債務 152,613 千円

３．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金等であります。

４．関連当事者との取引に関する注記
(単位：千円)

資金の預け金
(注1)

－

利息の受取 7,459

原材料等の購入

（注2）

取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

５．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 409円 55銭

１株当たり当期純損失 20円 90銭

６．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
  平均法により算定）

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）
に基づいております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、従業員については当事業年度末に
おける退職給付債務の見込額に基づき、執行役員については役員退職慰労金支給
内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金支給内規に基づく当事業年度
末要支給額を計上しております。

リ ー ス 資 産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

ます。

（注1） グループ金融制度によるトレジャリーマネージメントサービス（ＴＭＳ）を導入しておりますが、ＴＭＳを
用いた資金取引については、反復的に取引が行われていることから取引金額の記載は行なっておらず、期末
残高のみを表示しております。なお、金利については市場金利を勘案して決定しております。

（注2） 原材料等の購入については、市場相場から算定した価格を参考に、都度交渉して取引条件を決定しており

（注3）

 被所有

直接100%

預け金 3,684,103

681,636 買掛金 110,528

親会社の
子会社

UBE TAIWAN
CO.,LTD

なし
当社製品の販

売
製品の販売
（注3）

180,857 売掛金 24,342

属 性
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

親会社 ＵＢＥ(株)

グループ資金
への預入れ、
同社製品の
一部購入、
役員の兼任
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